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中国・四国地域の市町村における小売業集積の動態
――1988年～97年の商業統計表データによる分析――

岡山大学環境理工学部教授　　阿　部　宏　史†

要　　旨
　本研究では、中国・四国地域の市町村における小売業集積の動向とその変動要因を検討するために、
1988年～97年の３年毎、４時点の商業統計表データによる分析を行った。具体的には、小売業の業種と
して、小売業の全業種合計、織物・衣服・身の回り品小売業（買回り品業種）、飲食料品小売業（最寄り
品業種）の３業種を取り上げ、吸引度指数、店舗密度、店舗規模、人的効率、人的サービス率の５指標
を用いて、市町村の小売業拠点性の変動と拠点性への影響要因を検討した。分析の結果、吸引度指数が
大きく小売拠点性の高い市町村では、分析期間中の吸引度指数の変化が小さく、拠点性に大きな変化が
見られなかったのに対し、吸引度指数が小さく小売拠点性が低い市町村の中には、期間中に吸引度指数
が大きく増加するケースが見られた。また、吸引度指数の変化は、人的効率（従業員の労働生産性）と
店舗規模の２要因との相関が高く、小売業の拠点性向上には、従業員の労働生産性向上と店舗の大型化
が強く影響していることが明らかになった。
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１．はじめに

　小売業は商品流通の末端に位置し、住民の日常
生活に不可欠な消費財を提供する産業としての機
能を有している。そのため、従来の小売業は、消
費者の購買行動を反映して、小規模、分散性、個
別性などの特徴を有してきた1）。特に、交通手段
が未発達な時代は、市街地の範囲が狭く、消費者
の買い物行動の範囲も限定されていたため、買い
回り品を取り扱う小売業は、人口集積が大きく、
公共交通の利便性が高い都心部に集中する傾向が
あった。また、食料品、日用雑貨などの日用品に
ついては、住宅地近隣の商店街や個人商店が、住
民へのサービス提供を担っていた。

　しかし、戦後の高度経済成長によって都市人口
が増加し、自家用車利用が普及すると、住民の郊
外居住が進展し、人口のドーナツ化現象や都心空
洞化に代表されるように、都市の市街地構造に大
きな変化が生じた。また、自家用車保有の増大に
伴うモータリゼーションの進展は、消費者のモビ
リティを高め、所得水準の向上とも相まって、買
い物行動の多様化や広域化をもたらした。
　このような消費者の行動や嗜好の変化に合わせ
て、小売業の業態や店舗の立地パターンも大きく
変わってきた。たとえば、業態の変化としては、
1950年代末から急成長を遂げた大手スーパー、
1970年代からのコンビニエンス・ストアの急速な
普及、そして最近の大型専門店やディスカウン
ト・ストアの隆盛がある。また、店舗立地に関し
ては、モータリゼーションに対応したロードサイ
ド店や郊外型ショッピングセンターの急増に加え
て、最近ではインターネットを利用したバーチャ
ル・モールなども出現している。
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　一方、店舗立地に関する法制度に関しても、従
来の中小小売業の保護に主眼を置いた大規模小売
店舗法（大店法）が廃止され、2000年６月からは
周辺住環境の保護を主目的とする大規模小売店舗
立地法（大店立地法）が施行されるなど、わが国
全体として規制緩和の動きが進展している。
　以上のような経済社会の環境変化を背景として、
最近の小売業経営は厳しさを増しており、特に競
争力の小さい個人商店の淘汰が進んでいる。そし
て、小売業の構造変化は、地域社会において、中
心市街地の活力低下、過疎地における生活サービ
スの低下、交通弱者の買い物機会の喪失などの問
題を引き起こしている。
　地域における小売業の構造や動態に関しては、
地理学や経済学の分野において様々な研究が行わ
れてきた2）。特に、使用データの特徴に着目すれ
ば、商店数、従業者数、販売額などの小売業集積
に関する統計指標を用いた研究と、消費者の買い
物行動データを用いた研究に大別できる。前者は、
商品の供給側の視点に立つアプローチであり、後
者は、商品の需要側からのアプローチと言い換え
ることもできる。また、分析データの整備状況に
関して言えば、小売業集積の統計指標は、経済産
業省が商業統計表として定期的に調査を行ってお
り、全国市町村レベルで時系列データの入手が可
能であるのに対し、買い物行動調査は地域独自の
調査であり、利用可能性が限定されている。
　本研究は、上記のうち前者の視点に立つもので
あり、経済産業省の商業統計表を用いて、中国・
四国における小売業集積の動態を市町村単位で分
析する。

２．分析対象地域と使用データ

　本研究の分析対象地域は中国・四国９県であり、
同地域内の534市町村を分析の基本単位とする。
　使用データのうち小売業に関する指標は、経済
産業省の商業統計表に基づくデータであり、（財）
経済産業調査会が発行している商業統計地域情報
CD－ROM の平成６年版および平成９年版から、
商店数、従業者数、年間販売額、売場面積の４指
標を収集した。分析年次は、1988年、1991年、1994
年、1997年の３年毎、４時点である。また、商業
統計以外にも、市町村別の住民基本台帳人口を

データとして使用する。
　小売業は、日本標準産業分類の中で、表１の中
分類および小分類業種に分類されている。これら
の業種は、消費者の買い物行動特性に基づいて、
「買い回り品」業種と「最寄り品」業種に区分され
る。前者は、買い物行動が比較的遠距離に及び、
消費者が品質や価格を見回って購入する商品であ
るのに対し、後者は、食料品や雑貨品のように、
家庭で日常的に消費する商品であり、比較的近距
離の買い物によって購入するものである。商業統
計表では、「買回り品」業種と「最寄り品」業種を
表１のように分類している。
　本研究では、「小売業の全業種合計」に加えて、
すべての小分類業種が買回り品または最寄り品に
該当する「55（54）織物・衣服・身の回り品小売
業」と「56（55）飲食料品小売業」の３業種を分析
対象業種とする。各業種の分析目的は、次の通り
である。
　・小売業合計
　　　小売業全体の集積動向を分析する。
　・55（54）織物・衣服・身の回り品小売業
　　　買回り品業種の集積動向を分析する。
　・56（55）飲食料品小売業
　　　最寄り品業種の集積動向を分析する。

３．分析手法

（１）　小売業の拠点性に関する指標
　本研究では、建野・岩永ら3）が九州地域の小売
業集積の分析に適用した方法を参考にしながら、
中国・四国地域の市町村における小売業集積動向
を「小売業の拠点性」とその影響要因に基づいて
分析する。
　市町村単位のデータを使用する場合、小売業の
拠点性を表す指標として、一般には式（1）の「吸
引度指数」が用いられる。

　 C PC Pi i i= / （1）

　 PC S S Pi i i
i

i
i

= ∑ ∑/( / ) （2）

　ここに、Ｃi は市町村 i の吸引度指数、PCi は市
町村iの商業人口、Si は市町村 i の年間販売額、
Pi は市町村 i の人口である。
　式（2）の分母は、分析対象地域全体の人口１
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人当たりの年間販売額を表している。本研究では、
中国・四国９県全域（すなわち、i は534市町村）
を分析対象地域とする。
　式（1）の吸引度指数 Ｃi は、値が１以上の場
合、当該市町村は、その人口規模から期待される
以上の販売額を上げており、他の市町村から顧客
を吸引している可能性が高いことを表す。逆に、
値が１以下の場合は、当該市町村から他の市町村
に顧客が流出している可能性が高いと言える。
　すなわち、吸引度指数が１以上ならば、当該市
町村は地域における小売業の拠点と判断できる。
　また、t 時点（期首）の吸引度指数と t ～ t＋1
時点（期間）の指数の変化（本研究では、増加倍
率）を用いると、分析対象市町村を図１に示す４
つのパターンに分類することができる。

表１　小売業の業績分類と商品種別との対応

図１　小売業の吸引度指数とその
変化による市町村類型
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（２）　小売業拠点性の変動要因
　小売業の拠点性に影響する要因（以下では、「小
売環境指標」と呼ぶ）としては、「店舗密度」、「店
舗規模」、「人的サービス率」、「人的効率」の４指
標を用いる。
　第１番目の店舗密度（DSi）は、式（3）で定義
される市町村人口１人当たりの店舗数である。

　DS T Pi i i= / （3）

　ここに、Ti は市町村 i 内の小売店舗数である。
　第２番目の店舗規模（AFi）は、当該市町村内
の小売店舗の平均的な売場面積であり、式（4）
で定義される。

　 AF M Ti i i= / （4）

　ここに、Mi は市町村 i 内に存在する小売店の総
売場面積である。
　第３番目の人的サービス率（RNi）は、式（5）
に示すように、当該市町村の売場面積当たりの従
業者数として定義され、従業員によるサービス密
度の水準を表す。
　 RN N Mi i i= / （5）

　第４番目の人的効率（ENi）は、小売業の労働
生産性を表す指標であり、式（6）に示すように、
当該市町村の従業者数１人当たりの年間販売額と
して定義される。
　 EN S Ni i i= / （6）

（３）　小売業の拠点性と変動要因の関係
　以上の小売店舗密度（DSi）、平均店舗密度
（AFi）、人的サービス率（RNi）、人的効率（ENi）
の４指標と式（1）の吸引度指数（Ci）の間には、
恒等式として次の関係が成り立つ。

C S P DS AF RN ENi i
i

i i
i

i i i× ∑ =∑ × × ×( / ) （7）

　なお、本研究では中国・四国全体を対象地域と
するので、式（7）の左辺第２項は市町村に関わら
ず定数となる。従って、市町村 i の吸引度指数は、
小売店舗密度、平均店舗密度、人的サービス率、
人的効率の４要因の積と比例関係にある。
　そこで、式（7）両辺の対数をとれば、吸引度指
数と４要因との関係は線形式となり、対数化した
指標間で相関分析を行うことにより、吸引度指数
に対する各小売環境指標の影響度を分析すること

ができる。
　また、１で述べたように、式（7）は商品の供給
側に着目した関係式であるが、左辺の吸引度指数
は、各地域の所得や消費支出などの需要側要因と
の関連も考えられる。従って、小売環境指標の影
響度を分析する際に、需要側要因を考慮した検討
を行えば、吸引度指数の規定要因について、需要
側の影響も含めた考察も可能となる。

４．中国・四国９県の小売業集積の比較

　ここでは、市町村データを用いた分析に入る前
に、県単位のデータを用いて、「小売業合計」、「織
物・衣服・身の回り品小売業」、「飲食料品小売
業」の３業種について、中国・四国９県の成長動
向を概観しておく。

（１）　小売業合計
　表２は、商店数、従業者数、年間販売額、売場
面積の各統計指標について、全国および中国・四
国９県の1988年～97年の間の平均増加倍率を幾何
平均値として求めた結果である。また、表３には、
人口１人当たり販売額と小売環境に関する４指標
の平均増加倍率を示した。
　表２より、中国・四国地域内では、年間販売額
と売場面積において全国の増加倍率を上回る県が
半数程度見られるが、従業者数は９県すべてにお
いて、また商店数は香川県以外の８県で全国の増
加倍率を下回っている。最近の小売業は、個人商
店を中心とする小規模店の淘汰によって店舗数が
減少する一方で、店舗の大規模化により、従業者
数や売場面積は増加する傾向がある。表２の結果
から明らかなように、中国・四国地域内でも同様
の傾向が生じている。

表２　小売業合計に関する指標の変動
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　表３の人口１人当たり年間販売額の増加倍率は、
中国５県よりも四国４県の値が大きいことから、
小売業全体の成長は、中国地方よりも四国地方の
方が大きいと言える。また、小売環境指標は、中国
５県では店舗規模と人的効率、四国４県では店舗
密度と人的効率の増加倍率が大きく、中国と四国
の２地域間で小売業の成長要因に差違が見られる。

（３）　飲食料品小売業
　表６と表７は、最寄り品の代表的業種である
「飲食料品小売業」について、小売集積指標と小売
環境指標の増加倍率を求めた結果である。
　表６より、年間販売額は全ての県で増加してお
り、従業者数と売場面積についても、ほとんどの
県で増加傾向にある。逆に、商店数は、全ての県
で減少しており、島根県、徳島県、香川県以外の
６県では、全国を上回る減少割合を示している。

表６　飲食料品に関する指標の変動
（1988～97年の増加倍率の幾何平均値）

表３　小売業合計に関する小売環境指標の変動
（1988～97年の増加倍率の幾何平均値）

表４　織物・衣服・身の回り品に関する指標の変動
（1988～97年の増加倍率の幾何平均値）

表５　織物・衣服・身の回り品に関する小売環境指標の
変動
（1988～97年の増加倍率の幾何平均値）

表７　飲食料品に関する小売環境指標の変動
（1988～97年の増加倍率の幾何平均値）

（２）　織物・衣服・身の回り品小売業
　表４と表５は、買回り品業種である「織物・衣
服・身の回り品小売業」について、小売集積に関
する指標と小売環境指標の平均増加倍率を求めた
結果である。
　表４の小売集積指標の増加倍率を見ると、島根
県、徳島県、高知県の３県において、全ての指標
の増加倍率が１を下回っており、これらの３県で
はこの業種の成長が小さい。また、表５の結果か
ら、人口１人当たり販売額の増加倍率が全国を上
回っている県では、小売環境指標のうち、店舗規
模と人的効率の増加倍率が全国を上回る傾向が見
られる。
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　表７の小売環境指標は、表２の小売業合計とほ
ぼ同様な傾向を示しており、四国４県では店舗密
度と人的効率の増加倍率が大きいのに対して、中
国５県では店舗規模と人的効率の伸びが大きい。
また、人口１人当たり販売額の増加倍率は、全体
的に見て中国地方よりも四国地方の方が大きい。
　以上の a）～c）の分析結果より、人口１人当た
り販売額で見た小売業の成長に関しては、中国地
方よりも四国の方が高い傾向が見られる。そして、
小売環境指標との関連から、中国、四国ともに人
的効率の改善、すなわち労働生産性の向上が、両
共通の小売業成長要因となっている。
　なお、中国・四国地域では、本研究の分析期間
中に本四架橋や高速道路網の整備が進んでいるの
で、これらの交通基盤整備と小売業集積との関連
についても別途検討する必要があろう。

５．市町村における小売業集積動向の比較

　次に、中国・四国地域534市町村のデータを用い
て、市町村単位の小売業集積を分析する。なお、

小売業集積指標のうち、商店数以外の３指標は統
計の秘匿による欠損値を含むため、各業種におい
て欠損値を含む市町村を除外し、「小売業合計」に
ついては400市町村、買回り品の「織物・衣服・
身の回り品小売業」については395市町村、「飲食
料品小売業」については513市町村をサンプルと
する分析を行った。

（１）　小売業合計
　図２に、1988年の吸引度指数と1988年～97年の
吸引度指数の平均増加倍率を用いて、400市町村
を４パターンに類型化した結果を示す。図中には、
指標の絶対値が特に大きい市町村の名称を表示し
た。
　図２より、吸引度指数が１以上（第１象限と第
４象限）の小売拠点性が高い市町村では、1988年
～97年の指数値の変動が小さいのに対して、指数
値が１未満（第２象限と第３象限）の拠点性が低
い市町村は指数値の変動が大きくなる傾向が見ら
れる。特に、第３象限内に急成長を示すいくつか
の町が見られるが、これらは分析期間中の大型店

図２　吸引度指数による市町村の類型化（小売業合計）
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の立地に伴う成長と思われる。
　表８と表９は、吸引度指数とその決定要因とな
る４種類の小売環境指標の特徴を、400市町村間
の格差とその推移を標準偏差、レンジ、変動係数
等の指標によって分析した結果である。
　表８の変動係数値の推移を見ると、店舗規模に
ついては、1988年～97年の間に値が0.128増加して
おり、市町村間での店舗規模の格差が拡大してい
る。しかし、吸引力指数の変動係数値に大きな変
化が見られないことから、店舗規模の変動による
小売業拠点性の格差への影響は、地域全体として
はそれほど大きくなかったと言える。店舗密度、
人的効率、人的サービス率の各指標については、
市町村間格差の拡大は小さい。
　次に、表９の変動係数を比較すると、増加倍率
の市町村格差は、店舗規模が最も大きい。しかし、
表７の変動係数値で見られた経年的変動に比較す
ると、小売環境指標間の差異は小さい。

�　織物・衣服・身の回り品小売業
　図３は、1988年の吸引度指数と1988年～97年の
吸引度指数の平均増加倍率を用いて、中国・四国
の395市町村を類型化した結果である。
　この業種は買回り品に該当し、一般には各地域
の拠点都市に集中する傾向がある。図３でも、高
松市、高知市、三次市、津山市などの指数値が大
きくなっている。
　また、図２の小売業合計と同様に、吸引度指数

が１以上の小売拠点性が高い市町村では1988年～
97年の指数の変動が小さいのに対して、指数値が
１未満の拠点性が低い市町村では指数値の変動が
大きくなる傾向が見られる。さらに、第３象限に
位置する宇多津町と坂町の吸引度指数が大幅に増
加しているが、これは大型店の立地に起因するも
のと思われる。
　表10と表11で、吸引度指数と小売環境指標の変
動係数値を比較すると、吸引度指数に関する市町
村間格差の増加は、表８の小売業合計の場合より
も大きい。しかし、小売環境指標については、市
町村間格差の大きな変化は見られない。

�　飲食料品小売業
　図４の飲食料品小売業に関する市町村のパター
ンの類型を見ると、松江市のような拠点都市以外
に、宮島町、玉湯町などの観光地において吸引度
指数値が大きくなる傾向がある。また、図中の市
町村分布パターンは、先の小売業合計や織物・衣
服・身の回り品小売業と類似しているが、市町村
間のバラツキは、他の２業種に比べて小さい。こ
れは、消費者の近隣に立地するという飲食料品小
売業のローカルな特性を反映した結果と思われる。
　表12の変動係数値は、各指標とも経年的に大き
な変化は見られない。また、平均増加倍率の市町
村間格差も小さな値となっている。
　以上の a）～c）の分析結果より、中国・四国地
域では、小売業の集積が大きく、小売拠点性が高

表８　小売業拠点性及び小売環境指標に関する変動係数の推移
（小売業合計）

表９　小売業拠点性及び小売環境指標の平均増加倍率に関する統指標
（小売業合計）
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表１０　小売業拠点性及び小売環境指標に関する変動係数の推移
（織物・衣服・身の回り品）

表１１　小売業拠点性及び小売環境指標の平均増加倍率に関する統計指標
（織物・衣服・身の回り品）

い市町村では拠点性の経年的変動が小さいのに対
し、拠点性の低い市町村で、大型店の立地が原因
と思われる小売拠点性の急激な上昇が見られる。
また、小売業合計については、店舗規模の市町村
格差が拡大しており、大型店の増加を裏付ける結
果となっている。

６．小売拠点性と小売環境指標の関係

　３（3）節で述べたように、吸引度指数の対数と
店舗密度、店舗規模、人的サービス率、売場効率
の各指標の対数との間には、線形式の関係が成立
する。従って、対数化した吸引度指数と小売環境
指標の間で相関分析を行うことにより、吸引度に

図３　吸引度指数による市町村の類型化（織物・衣服・身の回り品）
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図４　吸引度指数による市町村の類型化（飲食料品）

対する小売環境指標の影響度を分析することがで
きる。表14に、各指標間での相関分析の結果を示
す。
　吸引度指数と小売環境指標の相関係数値を見る
と、各業種ともに人的効率の係数値が最も大きく、
この要因が吸引度指数に最も大きな影響力を及ぼ

している。人的サービス率に次ぐ要因は、店舗規
模であり、各業種ともに0.4以上の相関係数値と
なっている。
　一方、人的サービス率はいずれの業種も相関係
数値がマイナスの小さな値になっており、小売業
の拠点性に対する影響力は小さい。人的サービス

表１２　小売業拠点性及び小売環境指標に関する変動係数の推移
（飲食料品）

表１３　小売業拠点性及び小売環境指標の平均増加倍率に関する統計指標
（飲食料品）
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率は売場面積当たりの従業者数であり、最近の店
舗面積の大型化と従業員の効率的運用によって人
的サービス率が低下したことがマイナス相関の原
因と思われる。また、店舗規模と人的サービス率
の相関係数値がマイナスの大きな値となっている
ことも、この傾向を裏付けている。
　以上のことから、各業種ともに、市町村の小売
業拠点性の向上には、人的効率の向上と店舗規模
の拡大が強く関係しており、その背景には、大型
店の増加と零細小売店の減少という小売業の構造
変化があると思われる。

７．まとめ

　本研究では、1988年～97年の商業統計表データ
を用いて、中国・四国地域における小売業集積の
経年的変動とその影響要因を分析した。ここでは、
まとめとして、本研究で得られた知見を要約する。
1）　小売業に関する最近の動向としては、個人店
舗を中心とする小規模店の減少と、店舗の大
型化が顕著である。中国・四国地域各県の小
売業でも、全国を上回るペースで同様の傾向
が生じている。

2）　中国地方と四国地方の小売業を比較した場合、
小売業全体の人口１人当たり販売額の伸びは

四国の方が大きい。また、小売環境指標の変
化は、中国では店舗規模の伸びが大きいのに
対して、四国では人的効率の増加が大きく、
両地域で異なる傾向が見られた。

3）　市町村の小売業拠点性を、吸引度指数を用い
て分析した結果、期首時点で指数値が１以上
の小売拠点性が高い市町村では分析期間中の
指数の変動が小さかったのに対して、拠点性
が低い市町村では指数値の変動が大きくなる
傾向が見られた。そして、小売拠点性が低い
市町村の中には、大型店の立地に起因すると
思われる指数値の大幅な増加を示す市町村が
見られた。

4）　吸引度指数に対する小売環境指標の影響度を
相関分析によって検討した結果、小売業の拠
点性には、従業員の労働生産性を表す人的効
率が最も大きな影響を及ぼしており、店舗規
模がこれに次ぐ影響力を示すことが明らかに
なった。この結果は、店舗の大型化と零細商
店の減少という最近の小売業の動向と一致す
るものであり、中国・四国地域の小売業拠点
性の向上には、大型店の集積が大きな影響を
及ぼしていると言える。

　以上、本研究では、中国・四国地域における最
近の小売業集積の特徴を分析したが、多数の市町
村を分析対象としたため、最近の社会経済情勢の
変化や各市町村の地域特性をふまえた知見の整理
は不十分である。これらについては、今後、本研
究による知見を様々な政策提言に結びつけていく
過程で再検討したい。
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Trends in Retailing in Municipalities of Chugoku and
Shikoku Regions

—An Empirical Analysis Using Data from Census of Commerce
for 1988–1997—

Hirofumi ABE
Department of Environmental and Civil Engineering, Okayama University

Abstract

This paper aims to identify the recent trends in retailing in municipalities of Chugoku and Shikoku
regions. Data are collected from the Census of Commerce for 1988, 1991, 1994 and 1997. The study
examines the changes in retail activities and their determination factors with five indices; attraction ratio
of customers, density of stores, average size of store, service ratio of employee and turnover ratio of
employee. The empirical analysis has revealed that several municipalities with low attraction ratio of
customers showed sharp increases in the ratio during the study period. The changes seem to have
been caused by the new location of shopping center in the municipalities. The study has also identified
that the level of attraction ratio of customers was greatly influenced by two variables; service ratio of em-
ployee and the average size of store.
Key words: Retail activities, Attraction of customers, Conditions for retailing


